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米国相互関税に関するアップデート  
 

   

お客様各位 

 

平素より格別のご高配を賜り、誠にありがとうございます。 

 

米国政府による各国への追加関税措置について、タイ政府は数ヶ月にわたる協議を経て、2025年 8月 1

日付で米国政府と新たな相互関税制度に合意しました。これにより、米国がタイに対して課す関税率は、

当初提示されていた 36%から 19%へと引き下げられ、2025年 8月 7日より正式に適用されています。 

 

また、日本及び ASEAN諸国もそれぞれ米国との交渉を終えており、各国に適用される関税率は下表のと

おりです。 

 

対象国 相互関税率 

シンガポール 10% (基本税率) 

日本 15％ 

カンボジア 19％ 

インドネシア 19％ 

マレーシア 19％ 

フィリピン 19％ 

タイ 19％ 

ベトナム 20％ 

ブルネイ 25% 

ラオス 40% 

ミャンマー 40% 

  

上記の表からも明らかなように、タイ政府は ASEAN域内における他国と同水準の関税率となりました。

一方で、米国政府との交渉において、タイ政府は以下の事項について合意しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 



1 米国製品の関税免除 約 90%の品目（約 10,000品目）が免税の対象 

医療機器、高度な自動車部品、特殊食品などが対象 

2 非関税障壁の緩和 衛生植物検疫（SPS）措置、税関手続、製品認証要件を

緩和。事後監査制度導入により通関迅速化 

3 EEC（東部経済回廊）およびインフラ

プロジェクトの開放 

クリーンエネルギー、半導体/ICT、物流分野への米国企

業投資に対し BOI優遇措置 

4 米国からのエネルギー・航空機の調達 LNGおよび米国製航空機（ボーイング）を官民で共同調

達 

5 対米貿易黒字の削減 3〜5年以内に 70%削減を約束 

6 原産地確認の厳格化 迂回輸出防止のため、原産地確認ルールを強化 

7 デジタルサービス税（非居住者に対す

る VAT）の一時的緩和 

Amazon Web Servicesや Google Cloudなどの米国テッ

ク企業に対し、クラウドサービス税を一時的に軽減 

8 農産物輸入枠の拡大 米国産トウモロコシ、大麦、大豆の輸入枠を拡大 

9 戦略的分野の関税維持 米、砂糖、加工果物など国内農業保護のため関税維持 

10 地域安定への貢献 タイ・カンボジア停戦の遵守を再確認し、地域の平和と

経済安定を支援 

  
 

第三国経由の迂回輸出への対応 

 

米国政府は、相互関税の回避を目的として第三国を経由したと判断された商品に対し、懲罰的な意味での

40%の関税率を導入しました。この 40%の関税は、本来適用されるはずだった相互関税率に代わって適

用されます。 

さらに、米国政府は、迂回輸出に使用された国や特定施設を特定したリストを 6ヶ月ごとに公表すること

で、本規制の厳格化を図る狙いがあります。 

 
 

KPMGのコメント 

  

タイ政府が米国政府との交渉を通じて合意した関税率 19％は、ASEAN域内の他国と同水準であり、今回

の交渉により、タイは地域内での競争力を維持する形となりました。 

  

一方で、この制度変更は、各社の事業戦略やサプライチェーンの構築・見直しに直接・間接的な影響を及

ぼす可能性があり、単なる関税率の調整にとどまらず、企業経営全体に対する構造的な変革圧力として作

用することが予想されます。特に、第三国経由の迂回輸出に対しては、追加で 40％の罰則関税が課され

る可能性があるため、原産地証明の厳格化や工場監査の強化、商務省による一元管理体制の導入など、コ

ンプライアンス対応の高度化が求められます。 
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